
令和３年度
実地指導等における主な指摘事項（宮崎県）

【指定基準編】

重要事項説明書について（児・者共通）

主な指摘事項
▪運営規程の概要を記載していない。
▪事故発生時の対応を記載していない。
▪第三者評価の実施状況を記載していない。
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重要事項説明書について（児・者共通）

〈Point〉
⑴ 運営規程の概要とは、運営規程に定める必要がある項目（資料１着色セルの項目）を指し
ているため、各サービスにおいて定めなければならない項目を重要事項説明書に漏れなく記
載してください。

⑵ 事故発生時の対応についても、運営規程に定めている内容を利用者に分かりやすい内容で
記載してください。

⑶ 第三者評価の実施状況については、第三者評価機関である外部機関（下記参照）から評価
を受審しているかを記載する必要があります。受審については任意です。
記載する内容は、実施の有無・実施した直近の年月日・実施した評価機関の名称・評価結

果の開示状況となります。

〈第三者評価機関〉
⑴ 一般社団法人宮崎県社会福祉士会
⑵ ＮＰＯみやざき保健福祉サービス評価機構
※第三者評価の概要は資料２を参照してください。

2



運営規程について（児・者共通）

主な指摘事項
▪以下項目について、重要事項説明書と運営規程の記載内容が異なるほか、実態とも異なる。
⑴ 従業者の職種及び員数
⑵ 営業日・営業時間
⑶ 通常の事業の実施地域
⑷ 主たる対象とする障がいの種類

〈Point〉
⑴ 現在の実態と重要事項説明書及び運営規程との整合性を確認し、記載内容が現状と異なる
場合は、改正や修正をお願いします。
なお、運営規程を改正する場合は、障がい福祉課に変更届の提出をお願いします。

⑵ 従業者の員数について、重要事項説明書及び運営規程ともに○名以上の記載が可能となり
ました。（例：児童指導員２名以上）
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個別（通所）支援計画の作成等について（児・者共通）

主な指摘事項
▪ 計画作成にあたり、アセスメントを実施していない。
▪ アセスメントの記録がない。
▪ アセスメントの実施者及び実施日の記載がない。
▪ サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）以外の職員がアセスメントを
実施している。
▪ アセスメントが、計画作成後に行われている。

①アセスメントに関する内容（児・者共通）

〈Point〉
⑴ 個別（通所）支援計画の作成に関する業務は、サービス管理責任者（児童発達支援管理責
任者）が行ってください。

⑵ アセスメントは、利用者（児）を支援するための計画に必要な情報となりますので、
計画の原案を作成する前に行い、アセスメントの実施日・実施者、その結果を記録して
ください。
※ アセスメントの様式（就労系のみ）（資料３）を参照ください。4



個別（通所）支援計画の作成等について（児・者共通）

主な指摘事項
▪ 担当者会議を開催していない。
▪ 担当者会議の記録がない。

②担当者会議に関する内容（児・者共通）

〈Point〉
⑴ 計画の原案作成後、サービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）が事業所に勤務する
直接処遇職員を招集し、原案の目標や支援内容について意見を求めてください。

⑵ 担当者会議を開催した際は、記録を残してください。
⑶ 相談支援事業所が行う会議（サービス担当者会議）とは異なるため、ご留意ください。

※ 担当者会議の様式（資料４）を参照ください。
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個別（通所）支援計画の作成等について（児・者共通）

主な指摘事項
▪ 計画について利用者又はその家族などから同意を得ていない。
▪ 計画を交付していない。

③計画の説明・同意及び交付に関する内容（児・者共通）

〈Point〉
⑴ 計画の内容について利用者又はその家族などに対して説明し、文書により利用者又はその
家族などの同意（同意日及び署名）を得てください。

⑵ 計画を利用者又はその家族などに交付してください。
（交付日については、特に記載がなくても問題ありません。）
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個別（通所）支援計画の作成等について（児・者共通）

主な指摘事項
▪ モニタリングを実施していない。
▪ モニタリングにおいて、計画を見直すべきかどうかについて検討した結果を
記録していない。
▪ モニタリング時に、継続的なアセスメントを実施していない。
▪ モニタリングの実施者及び実施日の記載がない。
▪ 継続的なアセスメントの内容が不十分である。

④モニタリングに関する内容（児・者共通）

〈Point〉
⑴ 計画作成後、少なくとも６月（または３月）に１回以上モニタリングを行うとともに、継
続的なアセスメントをあわせて実施し、それぞれ記録（実施者・実施日・内容）してくださ
い。

⑵ モニタリングについては、計画を見直すべきかどうかの検討結果（継続または変更）を明
確に記録してください。資料５を参照してください。

※その他、計画作成の主な流れについて資料６を参照してください。7



勤務体制の確保等について（児・者共通）

主な指摘事項
▪ 勤務表において、指定基準上又は報酬算定上必要な人員が確保されていることが明確に
なっていない。

〈Point〉
⑴ 勤務表はあらかじめ月ごとの勤務表を、サービスごとに作成するとともに、
従業者の職種、日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理者との業務関係を記載し、
勤務体制が確保されていることを明確にしてください。

⑵ 勤務表作成の例（児通所限定）については、資料７を参考にしてください。
⑶ 事業所独自のシフト表とは別に、資料７を基に勤務表を作成し、さらに、該当表を用いて
実績としても作成した上で、指定基準の人員配置や報酬算定上必要な人員が確保されている
か確認することをお勧めします。
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勤務体制の確保等について（児・者共通）

主な指摘事項（令和４年度から義務化）
▪ 職場におけるセクシャルハラスメントやパワーハラスメントの防止のための
雇用管理上の措置が講じられていない。

〈Point〉
⑴ 職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない
旨の方針を明確化し、従業者に対し周知・啓発を行ってください。

⑵ 相談に対応する担当者をあらかじめ定め、従業者に周知・啓発を行ってください。
⑶ 上記⑴⑵を就業規則に定めても問題ありません。
⑷ ハラスメントの方針の作成については、厚生労働省のHPに掲載されているマニュアルや
職員向けリーフレットを参考にしてください。

以上の取組については、令和４年度から義務化されております。
各事業者及び事業所において、必ず取組をお願いします。

9



身体拘束等の禁止について（児・者共通）

主な指摘事項（令和４年度から義務化）
▪ 身体拘束等の適正化を図るための措置が講じられていない。

〈Point〉
⑴ 身体拘束等の適正化のための指針を整備してください。
⑵ 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的（少なくとも１年に１回）
に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を行ってください。
なお、委員会の開催については、事業所単位ではなく、事業者単位で行っていただいて

も構いません。
⑶ 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的（年１回以上）に実施してく
ださい。委員会及び研修を実施した際は、必ず記録をしてください。

以上の取組については、令和４年度から義務化されております。
※身体拘束を行う利用者（児）がいなくても実施しなければなりません。
また、上記⑴⑵⑶を実施していない場合は、令和５年度から減算の対象となります
ので今年度必ず取組をお願いします。

※なお、やむを得ず身体拘束を行う場合であって、計画の位置付けや必要な記録を行ってい
ない場合には、現在においても減算の対象となります。10



虐待の防止について（児・者共通）

主な指摘事項（令和４年度から義務化）
▪ 虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられていない。

〈Point〉
⑴ 虐待の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者を配置し
てください。また、担当者については、重要事項説明書等に記載してください。

⑵ 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的（少なくとも１年に
１回）に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を行ってください。
なお、委員会の開催については、事業所単位ではなく、事業者単位で行っていただいて

も構いません。
⑶ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的（年１回以上）に実施してください。

委員会及び研修を実施した際は、必ず記録をしてください。

以上の取組については、令和４年度から義務化されております。
※虐待防止や身体拘束適正化に関する委員会及び研修は同時に行って良いとされておりま
すが、それぞれの委員会及び研修の記録を作成してください。
なお、当該委員会及び研修は必ず今年度中に実施してください。
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身体拘束等（身体拘束廃止未実施減算）について（児・者共通）

主な指摘事項
▪やむを得ず身体拘束等を行った際に、必要な事項を記録していない。

〈Point〉
⑴ やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況
並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録してください。

⑵ サービス提供記録への記載については、必ずしも身体拘束を行う間の常時の記録を求めて
いるわけではなく、個別支援計画には記載が無い緊急やむを得ず身体拘束を行った場合には、
その状況や対応に関する記載が重要です（厚生労働省Ｑ＆Ａより）。（資料８参照）

【報酬編】

12



身体拘束等（身体拘束廃止未実施減算）について（児・者共通）

〈Point〉
⑶ 上記で求められている身体拘束等の記録等が行われていない場合には、
身体拘束廃止未実施減算（５単位／日）が適用されます。個別支援計画に
位置付けていない又は記録していない場合は、減算した上で、報酬請求し
てください。

■身体拘束の具体的行為の例（身体拘束ゼロへの手引きより）
▪ベッド柵（サイドレール）で囲む
▪車いすやベッド等に縛りつける
▪ミトン型の手袋等をつける
▪Ｙ字型拘束や腰ベルト、車いすテーブルをつける
▪介護衣（つなぎ服）を着せる
▪自分の意志で開けることのできない居室等に隔離する
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重度障害者支援加算について（生活介護）

主な指摘事項
▪重度障害者支援加算（Ⅱ）を算定しているにもかかわらず、支援計画シートを作成してい
ない。

〈Point〉
⑴ 強度行動障害を有する利用者がいる場合に、実践研修修了者による支援計画シート等の作
成を行う体制を整えている旨の届出をしており、かつ支援計画シート等を作成している場合
に、当該加算（Ⅱ）を算定してください。

⑵ 指定基準に規定する人員と人員配置体制加算により配置される人員に加えて、基礎研修修
了者を配置するとともに、強度行動障害を有する利用者に対し、実践研修修了者が支援計画
シートを作成し、支援計画シートを基に基礎研修修了者がサービスの提供を行った場合は、
更に１日につき所定単位数に１８０単位を加算することができます。
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送迎加算について（児・者共通）

主な指摘基準
▪徒歩で送迎を行っているにもかかわらず送迎加算を算定して
いる。

〈Point〉
⑴ 徒歩による送迎については、送迎に係る経費は生じていな
いため、当該加算を算定することはできません。
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居宅介護サービス費（通院等介助）について（居宅介護）

主な指摘事項
▪院内介助の時間を含めて報酬を算定しているが、居宅介護計画に院内介助
の必要性等が位置づけられていない。

〈Point〉
⑴ 病院のスタッフ等による対応が困難等の理由により、院内介助を含めて
通院等介助を算定する場合は、サービス提供責任者が病院等（必要に応じ
て、サービス等利用計画を作成した指定特定相談支援事業者を含む。）と
事前調整を行い、その必要性及び標準的な時間等を居宅介護計画に位置付
けてください。
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自己評価結果等未公表減算について（児通所）

〈Point〉
⑴ 障害児通所支援事業所において、自己評価結果等の公表及び
届出等を実施していない場合は、自己評価結果等未公表減算
（所定単位数の１５％を減算）が適用されます。
自己評価については、事業所における自己評価と保護者等か

らの事業所評価の２種類を行う必要があります。また、結果に
ついては、インターネットの利用その他の方法により広く公表
する必要があり、その公表方法及び公表内容を県に届け出てく
ださい。
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保育所等訪問支援給付費の減算について（保育所等訪問支援）

主な指摘事項
▪同一日に同一場所で複数の障害児にサービスの提供を行っているにもかか
わらず、報酬の減算を行っていない。

〈Point〉
⑴ 同一日に同一場所で複数の障害児にサービスを提供した場合は、報酬の
減算（所定単位数の７％を減算）が適用されます。
複数の訪問支援員が別々の児童に対してサービスを提供する場合は、訪

問支援員ごとに報酬を算定することができます。
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福祉・介護職員処遇改善加算／
福祉・介護職員特定処遇改善加算について（児・者共通）

主な指摘基準
▪処遇改善加算相当額を適切に配分するための賃金改善に関する
規程を定めていない。

〈Point〉
⑴ 給与規程等に、賃金改善を行う職員の範囲や給与の種類と
いった賃金改善に関する規定を定め、処遇改善加算相当額を適
切に配分してください。
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福祉・介護職員処遇改善加算／
福祉・介護職員特定処遇改善加算について（児・者共通）
〈Point〉 今年度から重点的に確認を行いますので、以下の資料を必ず準備してください。
⑴ 支給対象となる職員について

福祉・介護職員としてください。例：生活支援員、職業指導員、児童指導員、保育士
※管理者やサービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）は対象外。

⑵ 賃金改善の対象となる賃金項目について
基本給・手当・賞与・その他（一時金）としてください。
※旅費、通信費、資格取得費などの直接賃金を改善しないものは対象外。

⑶ 賃金改善ルールについて
上記⑵にかかる、賃金改善を行う職員の範囲や給与の種類などの賃金改善ルールを

給与規程等に定めてください。
（例：生活支援員、職業指導員 処遇改善手当 月 ５，０００円）

⑷ 前年度において、賃金改善所要額が処遇改善加算額を上回る必要があります。
当該内容を確認した根拠資料は、実地指導等で確認します。保管してください。

⑸ 労働保険の加入状況について
労働保険に加入していることが分かる資料を準備してください。
（例：労働保険関係成立届、労働保険概算・確定保険料申告書等）
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福祉・介護職員処遇改善加算／
福祉・介護職員特定処遇改善加算について（児・者共通）
〈Point〉 今年度から重点的に確認を行いますので、以下の資料を必ず準備してください。
⑹ キャリアパス要件Ⅰについて

職位、職責、職務内容等に応じた任用要件及び賃金体系を給与規程等に定めてください。
また、定めた内容を全従業者に周知（文書配布や掲示など）をしてください。

⑺ キャリアパス要件Ⅱについて（次のaまたはbのいずれかを実施してください。）
a.資質向上のための研修又は技術指導等の実施。
b.資格取得のための支援の実施。
（例：研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、費用の援助等）

これらを全従業者に周知（文書配布や掲示など）をしてください。
⑻ キャリアパス要件Ⅲについて（次のいずれかを実施してください。）
a.経験に応じて昇給する仕組み（勤続年数、経験年数等）
b.資格等に応じて昇給する仕組み（介護福祉士、実務者研修終了者等）
c.一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み（人事評価、実技試験等）
※客観的な評価基準や昇給条件が明文化されていること。

これらを全従業者に周知（文書配布や掲示など）をしてください。
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福祉・介護職員処遇改善加算／
福祉・介護職員特定処遇改善加算について（児・者共通）
〈Point〉 今年度から重点的に確認を行いますので、以下の資料を必ず準備してください。
⑼ 職場環境等要件について

届出に係る「処遇改善計画」の期間中に実施する処遇改善（賃金改善を除く）の内容を
全従業者に周知（文書配布や掲示など）をしてください。
なお、以上の処遇改善について、処遇改善加算・特定加算の算定に応じて次のいずれか

の取組を行ってください。（処遇改善＝取組１つ以上、特定加算＝取組３つ以上）
a.入職促進に向けた取組
b.資質の向上やキャリアアップに向けた支援
c.両立支援・多様な働き方の推進
d.腰痛を含む心身の健康管理
e.生産性の向上のための業務改善の取組
f.やりがい・働きがいの醸成

※以上のキャリアパス要件ⅠとⅢについての参考イメージを添付しております。
資料９,10を参考にして事業者にあった要件を定めてください。

※なお、以上の９つの要件を満たしていない場合は、返還となる場合もありますので、
必ず要件を満たした上で、算定してください。22



運営規程・重要事項説明書に必要な項目（各サービス毎に○がついている項目）
※ 運営規程に必要な項目は着色セル

項目 居宅系
生活介護・自立訓練（生活）

就労移行・就労継続支援Ｂ型

療養介護

短期入所

就労継続

支援Ａ型

就労定着支援

自立生活援助

共同生活

援助

共同生活援

助（外部）

地域移行

地域定着

事業の目的 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

運営の方針 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

従業者の職種、員数及び職務の内容 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

営業日・営業時間 ○ ○ ○ ○ ○

サービスの内容 ○ ○ ○ ○ ○ ○

利用者から受領する費用の種類及びその額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

通常の事業の実施地域 ○ ○ ○ ○ ○

緊急時等における対応方法 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（主たる対象とする障害の種類） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

虐待防止のための措置に関する事項 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

従業者の勤務体制 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事故発生時の対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

苦情処理の体制 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第三者評価の実施状況 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

利用定員 ○ ○ ○

サービスの利用に当たっての留意事項 ○ ○ ○

非常災害対策 ○ ○ ○ ○ ○

（施設外就労） ○ ○

（施設外支援） ○ ○

協力医療機関（掲示があれば記載不要） ○ ○ ○ ○ ○

サービスの内容（生産活動に係るものに除く） ○

サービスの内容（生産活動に係るものに限る） ○

賃金・労働時間 ○

（工賃・作業時間） ○

就労定着支援等の提供法法及び内容 ○

入居定員 ○ ○

入居に当たっての留意事項 ○ ○

（協力歯科医療機関）（掲示があれば記載不要） ○ ○

受託介護サービス事業者及び事業所の名称・所在地 ○

受託介護サービス事業者との業務の役割分担 ○

受託介護サービス事業者及び事業所の名称 ○

サービスの提供方法

（相談を受ける場所、課題分析の手順等）
○

（資料１－１）
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運営規程・重要事項説明書に必要な項目（障害者支援施設）

※ 運営規程に必要な項目は着色セル

施設入所支援 生活介護 施設入所支援 生活介護

1-1 指定障害者支援施設等の目的

1-2 指定障害者支援施設等の運営の方針

2 提供するサービスの種類

3 従業者の職種、員数及び職務の内容

4 昼間実施サービスに係る営業日及び営業時間

5 利用定員

6-1 サービスの内容

6-2 利用者から受領する費用の種類及びその額

7 通常の事業の実施地域

8 サービスの利用に当たっての留意事項

9 緊急時等における対応方法

10 非常災害対策

11 （主たる対象とする障害の種類）

12 虐待防止のための措置に関する事項

従業者の勤務体制

事故発生時の対応

苦情処理の体制

第三者評価の実施状況

協力医療機関

（協力歯科医療機関）

運営規程 重要事項説明書

（資料１－２）
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運営規程・重要事項説明書に必要な項目（各サービス毎に○がついている項目）

※ 運営規程に必要な項目は着色セル

項目 児発・放デイ 保育所等訪問
福祉型

児入所

医療型

児入所

事業の目的 ○ ○ ○ ○

運営の方針 ○ ○ ○ ○

従業者の職種、員数及び職務の内容 ○ ○ ○ ○

営業日・営業時間 ○ ○

利用定員（入所定員） ○ ○ ○

サービスの内容 ○ ○ ○ ○

保護者から受領する費用の種類及びその額 ○ ○ ○ ○

通常の事業の実施地域 ○ ○

サービス（施設）の利用に当たっての留意事項 ○ ○ ○ ○

緊急時等における対応方法 ○ ○ ○ ○

非常災害対策 ○ ○ ○

（主たる対象とする障害の種類）

主として入所させる障害児の種類
○ ○ ○

虐待防止のための措置に関する事項 ○ ○ ○ ○

従業者の勤務体制 ○ ○ ○ ○

事故発生時の対応 ○ ○ ○ ○

苦情処理の体制 ○ ○ ○ ○

第三者評価の実施状況 ○ ○ ○ ○

協力医療機関（掲示があれば記載不要） ○ ○

協力歯科医療機関（掲示があれば記載不要） ○ ○

（資料１－３）
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がんばる社会福祉施設を応援します！

宮崎県福祉サービス第三者評価

監 査…ルールに基づく指導

問題点の指摘

第三者評価…サービスの質を評価

良さを評価

評価の過程で、

現状の「気づき」を得ることにより、

自発的な改善につながります

自分たちで改善に取り組むんだね

監査とは違うよ

評価結果を公表することで、

利用者・地域等に施設の現状を理解して

いただけます

開かれた施設への第一歩！

（資料２）
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第三者評価の仕組み

評価対象（平成３０年４月～）

分野 対象

高齢者
特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、
軽費老人ホーム
通所介護、訪問介護

障がい者・児 入所支援、訪問支援、通所支援、共同生
活支援、障がい児支援、就労支援

児童 保育所

その他 婦人保護施設、救護施設、児童館

第三者評価制度とは

①個々の事業者が事業運営の現状を把握し、
②サービスの質の向上に結びつけるとともに、
③評価結果を公表し、利用者の適切なサービス選択に
役立つ情報を提供する制度
※ 社会福祉法第78条では、社会福祉事業の経営者は福祉サービスの質の向上に
努めることが責務として規定されています。
第三者評価は、経営者の福祉サービスの質の向上のための措置を援助するため

の具体的な方法を国が設計し、各都道府県で運用している制度です。

社会福祉
施設

評価機関

評価
調査者

宮崎県国

契約

評価

評価結果の
公表

評価結果
の報告

制度の運用制度の設計

利用者等

1

2
3

4

は第三者評価受審の流れ
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福祉サービス第三者評価の流れ（モデル）

事前相談 ※原則として無料

契約締結

利用者調査

訪問調査の実施

（施設見学、ヒアリング調査）

評価結果のまとめ評価結果の確認

公表の検討

改善計画書の作成

評価報告書の提出

県ホームページ等
で公表

サービスの質向上に

向けての改善

評価機関の情報収集

契
約

評

価

の

実

施

ここがＰＯＩＮＴ評価機関

事前分析、準備

説明会（職員、利用者）

改善

○事前に評価機
関の話をしっか
り聞き、自施設
にあう評価機関
を選びましょう。

事業者

自己評価結果受領

訪問調査の
準備

意見調整

公
表

自己評価

○職員全体で評
価に取り組みま
しょう。

○良い評価を得
ることが目的で
はありません。

現状の「気づ
き」を得ること
が大切です。

○改善を確認す
るため、数年後
に再受審を！

○気づいた良さ
を伸ばし、課題
を解消しましょ
う。
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評価機関名 住所・電話番号 電話番号

一般社団法人
宮崎県社会福祉士会

宮崎
市原町2番22号 0985-86-6111

NPOみやざき保健福祉
サービス評価機構

延岡市塩浜町3-1752-9 0982-21-3500

第三者評価制度に関する問い合わせ先

評価機関一覧

宮崎県福祉保健部 指導監査・援護課 法人指導担当
TEL：0985-44-2607
e-mail:shidoukansa-engo@pref.miyazaki.lg.jp

宮崎県 第三者評価県の第三者評価のホームページは

受審した施設の声

職員に受審することを話したら、「がんばり
ます」と言ってくれました。
みんなのやる気につながりました。

作ろうと思いつつなかなか作れなかったマ
ニュアル類を整備しました。
改善に取り組む、いいきっかけになりました。

自分たちがやってきたことの確認になりま
した。
問題点をしっかり改善していきます。

29



○記入方法（評価欄に次の数字を記入する） サービス管理責任者 ○○ ○○

令和 〇 年 ○ 月 〇 日実施日

実施者

利用者名

アセスメントシート（就労系サービスの場合）

領域 チェック項目 評価 所見等

4 ・・・ できる 十分できる。

3 ・・・ ややできる だいたいできるが、少し課題がある。

2 ・・・ ややできない もう少し課題がある。

1 ・・・ できない まだまだ課題が多くある。

Ⅰ
・
基
礎
的
日
常
生
活

1 日常生活のリズム

2 健康状態

3 感情の安定性

4 身だしなみ

5 電話等の利用

6 金銭管理

7 交通機関の利用

8 出席・出勤状況

9 ルールの理解・遵守

10 就労能力の自覚

領域 チェック項目 評価 所見等

Ⅱ
・
対
人
関
係

1 挨拶・返事・言葉遣い

2 コミュニケーション

3 意思表示

4 協調性

（資料３）
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4 正確性・確実性

領域 チェック項目 評価 所見等

5 判別力

体力

3

2 就労意欲

領域 チェック項目 評価 所見等

Ⅲ
・
作
業
力

1

7 巧敏性・器用さ

8 器具・道具の使用

9 作業速度

10 作業能率

6 修正力

準備・片付け・整理整頓

4 作業意欲・積極性

11 習熟

12 適応性

13 危険への対処

指示内容の理解・遵守

Ⅳ
・
作
業
態
度

1 質問・報告・連絡・相談

2 時間の遵守

3
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領域 チェック項目 評価 所見等

Ⅳ
・
作
業
態
度

5 持続力・集中力

6 責任感

7 共同作業

Ⅴ
・
そ
の
他

1 援助の依頼

2 服薬管理

3

10 迷惑になる言動

体調不良時の対処

4 荷物の運搬

5 作業遂行の自立

6 単独の移動範囲

7 文字

8 数量・計算

9 パソコンスキル

13 共有スペースの利用

11 余暇スキル

12 家族からの援助
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対
象

利
用

者
名

検
討

内
容

担
当

者
等

の
意

見

計
画

案
の

修
正

や

追
加

す
る

内
容

サ
ー

ビ
ス

管
理

責
任

者

生
活

支
援

員

職
業

指
導

員

目
標

工
賃

達
成

指
導

員

個
別
支
援
計
画
作
成
　
担
当
者
会
議
録

開
催

日
開

催
場

所
計

画
案

作
成

者
氏

名

会
議

出
席

者

職
種

氏
名

職
種

氏
名

職
種

氏
名

　
サ

ー
ビ

ス
管

理
責

任
者

　
○

○
 ○

○
令

和
 〇

 年
 ○

 月
 〇

 日

（資料４）
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モ
ニ
タ
リ
ン
グ

様

実
施
者

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
●
●
●
●

実
施
日

令
和
●
年
●
月
●
日

到
達
目
標

支
援
の
状
況

達
成
度

計
画
変
更
の

必
要
性

１
達
成

ほ
ぼ
達
成

未
達
成

有
・
無

２
達
成

ほ
ぼ
達
成

未
達
成

有
・
無

３
達
成

ほ
ぼ
達
成

未
達
成

有
・
無

【
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
表
に
記
載
す
べ
き
も
の
】

▪
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施
者
名

▪
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施
日

▪
計
画
の
実
施
状
況
及
び
評
価

▪
計
画
を
見
直
す
べ
き
か
ど
う
か
の
検
討
結
果

【
参
考
】
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
表
の
様
式
例

（資料５）
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サ ー ビ ス 等 利 用 計 画 案

個 別 支 援 計 画

モ ニ タ リ ン グ

相 談 支 援 事 業 者
支 給 決 定 （ 市 町 村 ）

サ ー ビ ス 事 業 者

ア セ ス メ ン ト

サ ー ビ ス 等 利 用 計 画

担 当 者 会 議

継 続 サ ー ビ ス 利 用 支 援 等

（ モ ニ タ リ ン グ ）

個 別 支 援 計 画 の 実 施

（ サ ー ビ ス の 提 供 ）

個 別 支 援 計 画 の 変 更

サ ー ビ ス 担 当 者 会 議 （ ★ ）
個 別 支 援 計 画 の 原 案

サ ー ビ ス 等 利 用 計 画 の 変 更

サ ー ビ ス 担 当 者 会 議 （ ★ ）

※
点
線
枠
部
分
は
、
必
要
に
よ
り
実
施 1

計
画

の
実

施
状

況
の

把
握

。
計

画
を

見
直

す
べ

き
か

ど
う

か
検

討
し

、
計

画
の

継
続

か
変

更
か

の
記

録
を

残
す

こ
と

。

※
継

続
的

な
ア

セ
ス

メ
ン

ト
も

含
み

ま
す

！
※

少
な

く
と

も
６

月
に

１
回

以
上

！

個
別
支
援
計
画
作
成
の
主
な
流
れ

利 用 者 の 同 意

利 用 契 約

同
意

を
得

て
は

じ
め

て
計

画
が

完
成

。
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

開
始

前
に

同
意

を
も

ら
う

こ
と

。

※
 未

作
成

減
算

の
可

能
性

あ
り

！

ア セ ス メ ン ト

利
用

者
の

希
望

す
る

生
活

や
課

題
等

の
把

握
。

※
利

用
者

に
必

ず
面

接
！

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
に

当
た

る
担

当
者

を
招

集
し

、
計

画
の

原
案

の
内

容
に

つ
い

て
意

見
を

求
め

る
。

※
（

★
）

と
は

異
な

る
こ

と
に

注
意

！

計
画
を
変
更
す
る
と
き
は
、
こ
の
手
順
を
も
う
一
度
踏
む
こ
と
！

（資料６）

35



勤
務
表
作
成
例

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水

(a
)

(a
)

(a
)

(a
)

(a
)

(b
)

(a
)

(a
)

(a
)

(a
)

(a
)

(b
)

(a
)

(a
)

(a
)

(a
)

(a
)

(b
)

(a
)

(a
)

(a
)

(a
)

(a
)

(b
)

(a
)

(a
)

(a
)

4
8

6
1
0

9
7

4
8

6
1
2

9
7

4
8

6
1
0

9
7

4
8

6
1
0

9
7

4
8

6
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（資料７）
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（資料８）
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出
典
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兵
庫
県
：
処
遇
改
善
加
算
の
手
引
き
）

【
参
考
イ
メ
ー
ジ
】
職
位
、
職
責
、
職
務
内
容
に
応
じ
た
任
用
要
件
及
び
賃
金
体
系

（資料９）
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出典（兵庫県：処遇改善加算の手引き）

【参考イメージ】経験に応じて昇給する仕組み

（資料１０）
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1
7 事業所

2
（１）指定基準編

重要事項説明書について

・運営規程の概要を漏れなく記載するほか、事故発生時の対応、苦情処理の体制及び第
三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、
評価結果の開示状況）を記載すること。

・次の項目について、重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させること。
　・営業日
　・営業時間
　・通常の事業の実施地域
　なお、運営規程を改正したときは、変更届を提出すること。

居宅介護計画について

・計画の作成に当たっては、指定特定相談支援事業者等が作成した最新のサービス等利
用計画を踏まえること。

・居宅介護計画の作成に当たっては、提供するサービスの具体的内容、所要時間及び日
程等を明らかにすること。

・アセスメントを実施したときは、実施者を記載すること。

会計の区分について

・事業所ごとに経理を区分するとともに、サービスごとに会計を区分すること。

給付費等の額に係る通知等について

・法定代理受領の通知は、市町村から介護給付費の支給を受けた後に行うこと。

運営規程について

・運営規程と、重要事項説明書の記載内容と一致させること。

・従業者について、運営規程どおりに配置するか、実態に合わせて運営規程を改正するこ
と。

令和３年度実地指導における指摘事項一覧

1 4

2 3

3 9

4 1

5 3

居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護

実施事業所数

指摘事項

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

虐待防止・権利擁護研修について

・少なくとも２年から３年に１回以上の頻度で、管理者又は従業者に、県が実施する障がい
者虐待防止・権利擁護研修を受講させること。

従業者の員数について

・常勤換算方法で2.5以上の従業者を確保すること。
また、確保できない場合は、休止等を検討すること。

身体拘束の禁止について

・やむを得ず身体拘束等を行う場合には、あらかじめ、その内容（身体拘束の態様及び時
間、やむを得ない理由等）を居宅介護計画に位置付けること。
なお、居宅介護計画には記載がない身体拘束を緊急やむを得ず行った場合は、その態
様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な
事項を、その都度記録すること。

（２）報酬編

居宅介護サービス費について

・院内介助を含めて通院等介助に係る居宅介護サービス費を算定する場合は、サービス
提供責任者が病院等（必要に応じて、指定特定相談支援事業者を含む。）と事前調整を
行い、その必要性、内容及び標準的な時間等を居宅介護計画に位置付けること。

・誤ったサービス提供時間で報酬を算定している事例が確認された。当該事例について
は、既請求額と正しいサービス提供時間で算定した場合の報酬との差額について報酬返
還を行うとともに、再発防止策を講じること。

福祉・介護職員処遇改善加算/特定処遇改善加算について

・給与規程等に、賃金改善を行う職員の範囲や給与の種類といった賃金改善に関する規
定を定め、処遇改善加算相当額を適切に配分すること。

2 3

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

6 1

7 1

1 1

8 1
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1
21 事業所

2
（１）指定基準編

重要事項説明書について

・重要事項説明書について、運営規程の概要を漏れなく記載するほか、運営規程の概
要、事故発生時の対応及び第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月
日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）について、記載すること。なお、運
営規程を改正した場合は、変更届を提出すること。

・重要事項説明書について、従業者の員数を実態に合わせて修正すること。

個別支援計画について

・サービス管理責任者は、個別支援計画の作成後、利用者についての継続的なアセスメ
ントを含む、計画の実施状況の把握（モニタリング）を行うとともに、少なくとも６月に1回以
上、計画の見直しを行い、必要に応じて計画の変更を行うこと。
また、その結果について記録すること。

・利用者等から個別支援計画について同意を得たときは、同意日の記載も求めること。

・計画の作成日を記載すること。

・モニタリングを実施したときは、その実施日及び実施者を記録すること。

・モニタリングにおいては、個別支援計画を見直すべきかの検討結果を記録し、必要に応
じて個別支援計画の変更を行うこと。

・計画の作成に当たっては、最新のサービス等利用計画を踏まえること。

・計画の作成に当たっては、サービスの提供に当たる担当者を招集して行う会議を開催
し、計画の原案について意見を求めること。
また、会議の内容を記録すること。

211

生活介護

実施事業所数

指摘事項

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

2 14
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

運営規程について

・営業日及び営業時間について、重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させるこ
と。なお、運営規程を改正したときは、変更届を提出すること。

・従業者について、運営規程どおりに配置するか、現状に合わせて運営規程を改正するこ
と。また、重要事項説明書については、従業者の員数を現状に合わせて修正すること。

・営業日及び営業時間を記載すること。

・昼食費の額について、規程どおりとするか、規程を見直すこと。

・医師の配置について記載すること。

工賃の支払・賃金について

・生産活動に係る事業については、収支状況を明確にした上で、事業の収入から事業に
必要な経費を控除した額に相当する金額を利用者に工賃として支払うこと。

・剰余金が発生した場合は、「就労支援の事業の会計処理の基準」に則し、適切に積立を
行うこと。

勤務体制の確保等について

・勤務表に、従業者の職種、日々の勤務時間、常勤・非常勤の別及び管理者との兼務関
係等を記載すること。

・勤務表に、職員の常勤・非常勤の別を記載し、勤務体制が確保されていることを明確に
すること。

虐待防止・権利擁護研修について

・事業所内において管理者又は従業者を対象として実施する障害者の権利擁護・虐待防
止研修を、年に１回以上実施すること。

・管理者又は従業者に対し、県が実施する障がい者虐待防止・権利擁護研修を少なくとも
２年から３年に１回以上の頻度で受講させること。

サービスの提供の記録について

・サービスの提供に係る適切な手続を確保するため、サービスの提供の記録については
利用者から必ず確認を得ること。

・サービスの提供に係る記録は、報酬請求の根拠となるものであるため、正確に記録する
こと。

秘密保持等について

・利用者の家族に関する情報についても、他の事業者等に対して情報を提供する際は、
あらかじめ文書により当該家族の同意を得ること。

7 2

18

6 2

83

4 6

5 6
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

給付費等の額に係る通知等について

・法定代理受領により市町村から介護（訓練等）給付費の支給を受けた後に、その額を利
用者等に対して通知すること。

利用者負担額等の受領について

・洗濯代及びおむつ代を徴収することについて、重要事項説明書等で利用者に説明し、
同意を得たことを明確にすること。

・互助会費を徴収することについて、重要事項説明書等で利用者に説明し、同意を得たこ
とを明確にすること。

身体拘束等の禁止について

・やむを得ず身体拘束等を行う場合には、あらかじめ、その内容（身体拘束の態様及び時
間、やむを得ない理由等）を個別支援計画に位置付けること。
なお、個別支援計画には記載がない身体拘束を緊急やむを得ず行った場合は、その態
様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な
事項を、その都度記録すること。

情報の提供等（広告）について

・パンフレットの営業時間に誤りがあるため、修正すること。 1

会計の区分について

・事業所ごとに経理を区分するとともに、サービスごとに会計を区分すること。 2

協力医療機関等について

・協定書等の協力医療機関であることが確認できる書類を整備すること。

非常災害対策について

・消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害等の災害に対処するための具体的計
画を策定するとともに、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それら
を定期的に従業者に周知すること。

（２）報酬編

欠席時対応加算について

・連続して欠席する旨の連絡があった場合であっても、当該加算を算定する時は、欠席の
日ごとに連絡調整その他の相談援助を行い、その内容を記録すること。

食事提供体制加算について

・食事提供に係る業務の委託について、委託先と契約を締結し、業務委託の内容を明確
にすること。

12

13

14 1

15 1

11 4

9 4

10 2

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

1 1

2 1
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

送迎加算について

・送迎を行っていないにもかかわらず、当該加算を算定していた事例については、報酬を
返還するとともに、再発防止策を講ずること。

サービス提供職員欠如減算について

・看護職員が配置されていない期間の人員欠如について、既請求額とサービス提供職員
欠如減算を行う場合との差額を返還すること。なお、今後は人員欠如の未然防止を図ると
ともに、人員欠如となった場合には適切に報酬の減算を行うこと。

福祉・介護職員処遇改善加算/特定処遇改善加算について

・賃金改善の対象となる職員は、福祉・介護職員（生活支援員）のみとすること。

・給与規程等に、賃金改善を行う職員の範囲や給与の種類といった賃金改善に関する規
定を定め、処遇改善加算相当額を適切に配分すること。

5 8

4 1

3 1
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1
12 事業所

2
（１）指定基準編

重要事項説明書について

・運営規程の概要、事故発生時の対応及び第三者評価の実施状況（実施の有無、実施し
た直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）について、記載する
こと。

・重要事項説明書について、従業者の職種及び員数、光熱水費を実態に合わせて修正
するほか、記載内容に誤りのある項目についても修正すること。

・重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させること。（従業者の職種及び員数他）

運営規程について

・運営規程に従業者の員数及びサービスの利用に当たっての留意事項、虐待の防止のた
めの措置に関する事項を記載すること。

・重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させること。

・光熱水費について、重要事項説明書と運営規程のとおりとするか、記載している額を見
直すこと。

・入浴利用費の額について、規程どおりとするか、規程を見直すこと。

サービスの提供の記録について

・サービスの提供に係る複数の記録間で、その記録内容が一致していない。サービスの提
供に係る記録は、報酬請求の根拠となるものであるため、正確に記録すること。

・サービスを提供したことについて、利用者から確認を受けていない事例が確認された。
サービスの提供に係る適切な手続を確保するため、利用者から必ず確認を得ること。

勤務体制の確保等について

・勤務表は、サービスごとの勤務体制表を月ごとに作成し、従業者の日々の勤務時間及び
常勤・非常勤の別を記載すること。また、複数の職種を兼務する者については、それぞれ
の職務に従事する時間を区分し、必要な人員が確保されていることを明確にすること。

協力医療機関等について

・協定書等の協力医療機関及び協力歯科医療機関であることが確認できる書類を整備す
ること。

掲示について

・事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力医療機関その
他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示すること。

給付費等の額に係る通知等について

・法定代理受領の通知は、市町村から介護給付費の支給を受けた後に行うこと。

1 9

3 2

2 4

短期入所

実施事業所数

指摘事項

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

4 5

5 2

6 1

7 1
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

秘密保持等について

・従業者及び管理者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はそ
の家族の秘密を漏らすことがないようにするための措置を講じること。

・利用者の家族に関する情報についても、他の事業者等に対して情報を提供する際は、
あらかじめ文書により当該家族の同意を得ること。

会計の区分について

・事業所ごとに経理を区分するとともに、サービスごとに会計を区分すること。

利用者負担額等の受領について

・洗濯代及びおむつ代を徴収することについて、重要事項説明書等で利用者に説明し、
同意を得たことを明確にすること。

変更の届出等について

・平面図の変更について、県に届出を行うこと。また、今後、厚生労働省令で定める事項
に変更があった場合は、変更後10日以内に変更届を提出すること。

設備及び備品等について

・利用者の居室には、ブザー又はこれに代わる設備を設けること。

身体拘束等の禁止について

・やむを得ず身体拘束等を行う場合には、あらかじめ、その内容（身体拘束の態様及び時
間、やむを得ない理由等）を個別支援計画に位置付けること。
なお、個別支援計画には記載がない身体拘束を緊急やむを得ず行った場合は、その態
様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な
事項を、その都度記録すること。

（２）報酬編

食事提供体制加算について

・短期入所利用者が同じ食事提供体制の就労継続支援Ｂ型（生活介護）を利用する場合
は、一方のサービスにおいては食事提供体制加算を算定しないこと。

・給与規程等に、賃金改善を行う職員の範囲や給与の種類といった賃金改善に関する規
定を定め、処遇改善加算相当額を適切に配分すること。

福祉・介護職員特定処遇改善加算について

・賃金以外の処遇改善に関する具体的な取組内容を、障害福祉サービス等情報公表制
度等を活用し、外部から見える形で公表すること。

・算定した福祉・介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）の加算率に誤りがあるため、正当な
加算率で算定した場合との差額を返還するとともに、再発防止策を講じること。

・当該加算を原資に賃金改善を行う場合は、その対象となる職員を、福祉・介護職員（生
活支援員等）のみとすること。

10 1

8 2

9 2

11 1

12 2

2 6

13 1

1 1

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数
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1
4 事業所

2
　指定基準編

重要事項説明書について

・重要事項説明書に、運営規程の概要を漏れなく記載するほか、事故発生時の対応及び
第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名
称、評価結果の開示状況）を記載すること。

・営業時間を実態に合わせて修正すること。

・通常の事業の実施地域を実態に合わせて修正すること。

個別支援計画について

・アセスメントの結果に基づき、計画の原案を作成することとなるため、アセスメントは計画
の作成前に行うこと。

・サービス管理責任者は、個別支援計画の作成後、利用者についての継続的なアセスメ
ントを含む、計画の実施状況の把握（モニタリング）を行うとともに、少なくとも３月に1回以
上、計画の見直しを行い、必要に応じて計画の変更を行うこと。また、その結果について記
録すること。

掲示について

・事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力医療機関、そ
の他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示すること。

給付費等の額に係る通知等について

・法定代理受領により市町村から訓練等給付費の支給を受けた場合は、利用者等に対し
その額を通知すること。

運営規程について

・重要事項説明書と運営規程の記載内容(営業日、営業時間、主たる対象とする障害の種
類)を一致させること。なお、運営規程を改正したときは、変更届を提出すること。

・昼食費及び送迎費等について、重要事項説明書と運営規程の記載内容の見直しを行う
とともに、両者の記載内容を一致させること。

5 2

2

3 1

4

1 4

2 3

自立訓練（生活訓練）

実施事業所数

指摘事項

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数
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契約支給量（契約内容）の報告等について

・サービスの提供に係る契約が成立した時は、利用者の受給者証に受給者証記載事項
（事業者及び事業所の名称、提供するサービスの内容、契約支給量、契約日等）を記載
すること。

勤務体制の確保について

・適切な勤務体制の確保のため、サービスごとに月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々
の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にすること。

（２）報酬編

食事提供加算体制について

・食事提供に係る業務の委託について、委託先と契約書を交わし、業務委託の内容を明
確にすること。

福祉・介護職員処遇改善加算/特定処遇改善加算について

・処遇改善加算を原資に賃金改善を行う場合は、その対象となる職員を、福祉・介護職員
（生活支援員等）のみとすること。

・給与規程等に、賃金改善を行う職員の範囲や給与の種類といった賃金改善に関する規
定を定め、処遇改善加算相当額を適切に配分すること。

6 1

7 3

2 2

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

1 1
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1
10 事業所

2
（１）指定基準編

重要事項説明書について

・重要事項説明書について、運営規程の概要を漏れなく記載するほか、事故発生時の対
応及び第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関
の名称、評価結果の開示状況）について、記載すること。
　
・昼食費及び送迎費等について、重要事項説明書と運営規程の記載内容の見直しを行う
とともに、両者の記載内容を一致させること。

・従業員数、実施地域、サービス提供時間などについて、実態に合わせて重要事項説明
書を修正するほか、運営規程については、規程どおりに運営するか、実態に合わせて運
営規程を改正すること。

・重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させること。（営業日、営業時間他）

個別支援計画について

・アセスメントを実施したときは、実施者を記録すること。

・モニタリング時に継続的なアセスメントを実施したときは、その内容等を記録すること。

・モニタリングに当たっては、計画を見直すべきかどうかについても検討し、その結果等を
記録すること。

・個別支援計画の作成及び変更に当たっては、サービス管理責任者は、サービスの提供
に当たる担当者等を招集して行う会議を開催し、計画の原案について意見を求めること。
また、当該会議の内容について記録を行うこと。

・サービス管理責任者は、個別支援計画の作成（変更）後、モニタリング（個別支援計画の
実施状況の把握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。））を行うとともに、少な
くとも３月に１回以上、計画を見直すべきかどうかを検討し、その結果を記録すること。

運営規程について

・重要事項説明書及び運営規程の記載内容を一致させること。（昼食費及び送迎費、通
常の事業の実施地域、従業者等）
運営規程を改正したときは、変更届を提出すること。

就労移行支援

実施事業所数

指摘事項

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

1 9

2 8

3 4
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賃金・工賃の支払いについて

・生産活動に係る事業については、事業の収入から事業に必要な経費を控除した額に相
当する金額を工賃として支払うこと。
また、今後余剰金が発生した場合は、工賃として利用者に支払うか、又は「就労支援の事
業の会計処理の基準」に従い、積立金として適切に処理すること。

勤務体制の確保等について

・適切な勤務体制の確保のため、サービスごとに月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々
の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にすること。

サービスの提供の記録について

・サービスの提供に係る適切な手続を確保するため、サービスの提供の記録については
利用者から必ず確認を得ること。

非常災害対策について

・消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害等の災害に対処するための具体的計
画を策定するとともに、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それら
を定期的に従業者に周知すること。

秘密保持等について

・従業者及び管理者（であった者を含む）が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用
者又はその家族の秘密を漏らすことがないようにするための措置を講じること。

給付費等の額に係る通知等について

・法定代理受領の通知は、市町村から訓練等給付費の支給を受けた後に行うこと。

4

5

9 5

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

7 1

8 1

6 1

3

5
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（２）報酬編

食事提供体制加算について

・業務の委託について、委託先と契約書を交わし、業務委託の内容を明確にすること。

・食事の提供に関する業務を事業所の最終的責任の下で第三者に委託する場合は、施
設外で調理されたもの（クックチル、クックフリーズ、クックサーブ及び真空調理（真空パッ
ク）に限る）の運搬手段等について、衛生上適切な措置を講じること。また、当該措置の内
容について、業務委託契約書において明確にすること。

福祉専門職員配置等加算Ⅲについて

・職業指導員等として配置している従業者のうち、常勤で配置している従業者の割合が１０
０分の７５未満であるにもかかわらず、当該加算を算定している。当該加算については、報
酬の返還を行うとともに、再発防止策を講じること。

福祉・介護職員処遇改善加算/特定処遇改善加算について

・給与規程等に、賃金改善を行う職員の範囲や給与の種類といった賃金改善に関する規
定を定め、処遇改善加算相当額を適切に配分すること。

1 3

2 2

3 1

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数
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1
6 事業所

2
　指定基準編

重要事項説明書について

・重要事項説明書について、従業者の員数を実態に合わせて修正するほか、事故発生時
の対応及び第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価
機関の名称、評価結果の開示状況）について記載すること。

個別支援計画について

・計画の作成に当たっては、アセスメント（利用者について、その有する能力、その置かれ
ている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する生活や課題等
の把握）を実施すること。また、アセスメントを実施したときは、記録を残すこと。

・サービス管理責任者は、モニタリングで個別支援計画の実施状況の把握を行うとともに、
少なくとも３月に１回以上は、当該計画を見直すべきかどうかの検討を行うこと。また、その
結果について記録すること。

・計画の作成及び変更に当たっては、サービス管理責任者は、サービスの提供に当たる
担当者等を招集して行う会議を開催し、計画の原案について意見を求め、その内容につ
いて記録を行うこと。

給付費の額に係る通知等について

・法定代理受領により市町村から訓練等給付費の支給を受けた後に、利用者等にその額
を通知すること。

会計の区分について

・就労定着支援事業の会計をその他の事業の会計と区分すること。

勤務体制の確保等について

・適切な勤務体制の確保のため、サービスごとに月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々
の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にすること。

運営規程について

・サービス提供時間を実態に合わせて運営規程の改正を行うこと。
なお、運営規程を改正した場合は、変更届を提出すること。

サービスの提供の記録について

・サービスの提供の記録について、支援の提供に係る適切な手続きを確保する観点から、
支援した内容について利用者から確認を得ること。

5 3

6 1

7 1

就労定着支援

実施事業所数

指摘事項

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

4 1

1 5

2 5

3 1
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

運営規程について

・サービス提供時間を実態に合わせて運営規程の改正を行うこと。
なお、運営規程を改正した場合は、変更届を提出すること。

秘密保持等について

・従業者及び管理者（であった者を含む）が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用
者又はその家族の秘密を漏らすことがないようにするための措置を講じること。
なお、運営規程を改正した場合は、変更届を提出すること。

（２）報酬編

定着支援連携促進加算について

・当該加算の算定に当たっては、事業所は、地域の就労支援機関等との必要な連絡体制
の構築を図るため、各利用者の個別支援計画に係る関係機関を交えたケース会議を開催
すること。
　また、ケース会議を開催したときは、会議の参加者、開催結果等を記録すること。

8 1

9 1

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

1 1
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1
11 事業所（就労継続支援Ａ型）
41 事業所（就労継続支援Ｂ型）

2
（１）指定基準編

重要事項説明書について

・重要事項説明書について、運営規程の概要、事故発生時の対応及び第三者評価の実
施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開
示状況）を記載すること。

・従業者の員数を実態に合わせて修正すること。

・重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させること。（営業日、営業時間他）

個別支援計画について

・個別支援計画の作成に関する業務は、サービス管理責任者が行うこと。

・個別支援計画の作成に当たってはアセスメントを実施し、その記録を残すこと。また、ア
セスメントを実施した際は、実施日及び実施者を記録すること。

・サービス管理責任者は、計画の作成及び変更に当たっては、計画の原案を作成後、
サービスの提供に当たる担当者等を招集して会議を開催し、計画の原案の内容について
意見を求めること。また、当該会議を開催したときは、その内容を記録すること。

・サービス管理責任者は、個別支援計画の作成後、利用者についての継続的なアセスメ
ントを含む、計画の実施状況の把握（モニタリング）を行うとともに、少なくとも６月に１回以
上、計画の見直しを行い、必要に応じて計画の変更を行うこと。また、モニタリングを行っ
た際は、内容を記録すること。

・モニタリングにおいて、継続的なアセスメント（利用者について、その有する能力、その置
かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する生活や課
題等の把握）を実施したときは、その内容を記録すること。

・モニタリングにおいては、個別支援計画を見直すべきかの検討結果を記載し、必要に応
じて個別支援計画の変更を行うこと。また、モニタリングの内容については、漫然かつ画
一的に行うことがないよう留意すること。

・利用者等から計画について同意を得たときは、同意日の記載も求めること。

就労継続支援Ａ型 ・ 就労継続支援Ｂ型

実施事業所数

指摘事項

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

1 46

2 36
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

賃金・工賃の支払について

・生産活動に係る事業については、事業の収入から事業に必要な経費を控除した額に相
当する金額を工賃として支払うこと。また、今後余剰金が発生した場合は、工賃として利用
者に支払うか、又は「就労支援の事業の会計処理の基準」に従い、積立金として適切に
処理すること。（B型）

・就労支援の事業の会計については、「就労支援の事業の会計処理の基準」に基づき処
理すること。

・工賃の額に差を設ける場合は、工賃規程などに評価基準を定めた上で会議を開催する
など、額の決定根拠を明確にすること。

運営規程について

・緊急時等における対応方法を記載すること。なお、運営規程を改正したときは、変更届
を提出すること。

・従業者（目標工賃達成指導員）の員数を記載すること。

・重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させること。（営業日、営業時間、実施地
域他）

・営業日について、運営規程どおり運営するか、実態に合わせて運営規程を改正するこ
と。

・生産活動により利用者に支払う賃金の額については、最低賃金以上とすること。（A型）

施設外就労・施設外支援について

・施設外就労により就労している利用者については、施設外就労を含めた個別支援計画
を事前に作成すること。

・施設外就労により実施する作業内容については、発注元の事業者と契約を締結するこ
と。

・施設外就労においては、その日の利用者数に対して、報酬算定上必要とされる人数の
職業指導員又は生活支援員を配置すること。

勤務体制の確保等について

・適切な勤務体制の確保のために、事業所ごとに月ごとの勤務表を作成し、従業者の
日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、職種、管理者との兼務関係等を明確にするととも
に、それぞれの事業所の職員によりサービスを提供すること。

・サービスごとに勤務体制が確保されていることが分かるよう、勤務表には、従業者の職
種、日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係について記載すること。

4 18

5 10

3 17

6 14
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

虐待防止・権利擁護研修について

・障がい者の虐待防止・権利擁護のための事業所内研修については、管理者又は従業
者の全員を対象として年１回以上実施すること。また、研修を実施したときは、記録を残す
こと。

サービスの提供の記録について

・サービスの提供の記録は、報酬を請求する上で大切な根拠となるため、サービスの提供
の都度、必ず記録を行うこと。また、提供したサービスの具体的内容についても、サービス
提供の都度記録すること。

・サービスの提供に係る適切な手続を確保するため、送迎を行ったことについて利用者か
ら確認を得ること。

給付費等の額に係る通知等について

・法定代理受領により市町村から訓練等給付費の支給を受けた場合は、利用者等に対
し、その額を通知すること。

・法定代理受領により市町村から訓練等給付費の支給を受けた後に、利用者等に対し、
その額を通知すること。

事故発生時の対応について

・事故報告が漏れているものがないか確認を行い、未報告分（今回確認された事故を含
む。）については、速やかに県に報告を行うこと。
また、今後は県の通知に基づき、遅滞なく報告すること。

非常災害対策について

・消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害、地震等に対処するための計画を立
てるとともに、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的
に従業者に周知すること。

・非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行うこと。

・消防機関の指導に従い、速やかに誘導灯を設置すること。

秘密保持等について

・従業者及び管理者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又は
その家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講ずること。

・家族に関する情報についても、他の事業者等に対して提供する際は、あらかじめ文書に
より同意を得ておくこと。

・個人情報の使用に係る同意書について、生活介護及び就労継続支援Ｂ型を提供する
場合の内容に改めること。

10 1

9 12

11 11

8 5

7 3

12 8
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

食事について

・利用者に対し食事を提供する場合は、あらかじめ、提供する食事の内容及び費用に関
して説明を行い、利用者の同意を得ること。

就労会計について

・生産活動に係る事業については、「就労支援の事業の会計処理の基準」に則した会計
処理を行うこと。

掲示について

・協力医療機関を掲示すること。

設備に関する基準

・相談室内における談話の漏えいを防ぐため、間仕切り等を確実に設置すること。

利用者負担額等の受領について

・生産活動に係る事業に必要な経費は、事業者が負担すべきものであるため、今後、生
産活動で使用する防塵マスクのフィルター代は、利用者から徴収しないこと。

・昼食費の支払を受ける場合は、重要事項説明書等により、利用者に対し、サービスの内
容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得ること。

・旅行積立を徴収することについて、重要事項説明書等で利用者に説明し、同意を得た
ことを明確にすること。

契約支給量（契約内容）の報告等について

・サービスの提供に係る契約が成立した時は、利用者の受給者証に受給者証記載事項
（事業者及び事業所の名称、提供するサービスの内容、契約支給量、契約日等）を記載
すること。

厚生労働大臣が定める事項の評価等について

・サービスの利用を希望する者が個々のニーズに応じた良質なサービスを選択できるよ
う、おおむね１年に１回以上、就労継続支援Ａ型事業所におけるスコア表に基づき評価を
行い、その結果をインターネットの利用その他の方法により公表すること。

（２）報酬編

食事提供体制加算について

・食事提供体制加算の算定に当たって、食事の提供に関する業務を事業所の最終的責
任の下で第三者に委託する場合は、施設外で調理されたもの（クックチル、クックフリー
ズ、クックサーブ及び真空調理（真空パック）に限る）の運搬手段等について、衛生上適切
な措置を講じること。また、当該措置の内容について、業務委託契約書において明確に
すること。

18 2

16 1

17

1

14 1

4

13

15 1

19 1

1 2

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

就労継続支援A型サービス費（Ⅰ）について

・職員の昇給を判定する仕組み（人事評価制度）を設けるとともに、当該人事評価制度の
対象とする職員の業績、能力、行動等についての客観的な評価基準や昇給条件を明文
化し、全ての職員に周知すること。

・既請求額と正当なスコアで算定した場合との報酬の差額について、報酬返還を行うとと
もに、再発防止策を講じること。
①　生産活動にかかるスコア（40点分）を算定する場合は、前年度及び前々年度の各年
度における生産活動収支がそれぞれ当該各年度に利用者に支払う賃金の総額以上の場
合に算定すること。
②　視察・実習の実施又は受け入れに関する事項のスコア（２点分）を算定する場合は、
前年度において、職員が先進的事業者の視察・実習への参加及び他の事業者からの視
察・実習の受け入れを行っている場合に算定すること。

福祉専門職員配置等加算Ⅲについて

・職業指導員等として配置している従業者のうち、常勤で配置している従業者の割合が１
００分の７５未満であるにもかかわらず、当該加算を算定している。当該加算については、
報酬の返還を行うとともに、再発防止策を講じること。

送迎加算について

・１回の送迎に係る平均利用者数が10人未満であるにもかかわらず、送迎加算（Ⅰ）を算
定している。当該事例については、送迎加算（Ⅱ）を算定する場合との差額を返還するこ
と。また、今後は、送迎の実績を十分確認した上で報酬の算定を行うこと。

就労移行支援体制加算

・就労継続支援Ａ型を経て企業等に就労した後、当該企業等での雇用が継続している期
間が６月に達した者（就労定着者）が前年度において、いないにもかかわらず、当該加算
を算定している。当該加算については、報酬の返還を行うとともに、再発防止策を講じるこ
と。

就労継続支援B型（Ⅰ）サービスについて

・当該加算は、就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅲ）又は（Ⅳ）を算定している事業所におい
て、持続可能な活力ある地域づくりに資することを目的として、地域住民、地元企業、自治
体その他の関係者と協働した取組を行い、当該取組内容をインターネットの利用その他
の方法により公表した場合に算定できるものであり、貴事業所は算定対象外である。
　ついては、令和３年４月以降に算定した当該加算について返還すること。

福祉・介護職員処遇改善加算/特定処遇改善加算について

・給与規程等に、賃金改善を行う職員の範囲や給与の種類といった賃金改善に関する規
定を定め、処遇改善加算相当額を適切に配分すること。

・当該加算は、職員の賃金向上を目的に創設されたものであり、費用弁償的に支払うもの
（通勤費、資格取得費等）、恩給的に支払うもの（結婚祝金、資格取得祝金等）など、直接
賃金を改善しないものは、算定要件における賃金改善の実施に要する費用に含まれな
い。
ついては、処遇改善加算相当額を原資に賃金改善を行う場合は、基本給、手当、賞与等
のうちから対象となる賃金項目を特定した上で行うこと。

・当該加算を原資に賃金改善を行う場合は、その対象となる職員を、福祉・介護職員（生
活支援員等）のみとすること。

2

6 1

3 1

5 1

7 13

2 4

4
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1
2 事業所

2
（１）指定基準編

重要事項説明書について

・重要事項説明書に、運営規程の概要を漏れなく記載するほか、第三者評価の実施状況
（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）
を記載すること。

運営規程について

・通常の事業の実施地域について、重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させる
こと。
なお、運営規程を改正したときは、変更届を提出すること。

勤務体制の確保等について

・適切な勤務体制の確保のため、サービスごとに月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々
の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にすること。

会計の区分について

・サービスごとに会計を区分すること。

給付費の額に係る通知等について

・法定代理受領の通知は、市町村から訓練等給付費又は地域相談支援給付費の支給を
受けた後に行うこと。

（２）報酬編

緊急時支援加算（Ⅰ）について

・緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、利用者又はその家族等からの要請に
基づき、深夜の時間帯に速やかに訪問又は一時的な滞在による支援を行うこと。
　また、緊急時支援を行った場合は、要請のあった時間、要請の内容、支援の提供時刻及
び緊急時支援加算の算定対象である旨等を記録すること。
　なお、当該事例については報酬を返還するとともに、再発防止策を講じること。
　また、ケース会議を開催したときは、会議の参加者、開催結果等を記録すること。

緊急時支援加算（Ⅱ）について

・緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、利用者又はその家族等からの要請に
基づき、深夜の時間帯に電話による相談援助を行うこと。
　また、緊急時支援を行った場合は、要請のあった時間、要請の内容、支援の提供時刻及
び緊急時支援加算の算定対象である旨等を記録すること。
　なお、当該事例については報酬を返還するとともに、再発防止策を講じること。

日常生活支援情報提供加算について

・当該加算の算定に当たっては、あらかじめ利用者の同意を得た上で、利用者が通院する
精神科病院等に対し、利用者の心身の状況や生活環境等の当該利用者の自立した日常
生活の維持に必要な情報を提供すること。
　また、情報を提供した際は、情報提供を行った日時、提供先、内容、提供手段（面談、文
書、ＦＡＸ等）等について記録すること。

1 1

2 1

3 1

5 1

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

4 1

1 2

2 1

3 1

自立生活援助

実施事業所数

指摘事項

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数
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1
21 事業所

2
（１）指定基準編

個別支援計画について

・個別支援計画の作成に関する業務は、サービス管理責任者が行うこと。

・個別支援計画の作成日及び作成者を記載すること。

・個別支援計画の作成（変更）に当たってはアセスメントを実施し、実施日やその内容を記
録すること。

・サービス管理責任者は、計画の作成に当たっては、サービスの提供に当たる担当者等を
招集して行う会議を開催し、計画の原案について意見を求め、その内容を記録すること。

・サービス管理責任者は、個別支援計画の作成後、利用者についての継続的なアセスメン
トを含む、計画の実施状況の把握（モニタリング）を行うとともに、少なくとも６月に1回以上、
計画の見直しを行い、必要に応じて計画の変更を行うこと。
　また、その結果や実施日、実施者についても記録すること。

・個別支援計画に基づく適正なサービスの提供を確保するため、個別支援計画は、サービ
ス提供開始前に作成し、利用者又はその家族に対して説明して同意を得ること。
  また、共同生活援助サービス費（Ⅳ）の算定に当たっては、継続的な利用に移行するため
の課題、目標、体験期間及び留意事項等を位置付けた個別支援計画を作成し、利用者の
同意を得ておくこと。
　なお、個別支援計画を作成せずにサービスの提供を行った事例については、個別支援
計画未作成減算として報酬の返還を行うこと。

重要事項説明書について

・重要事項説明書に、運営規程の概要を漏れなく記載するほか、事故発生時の対応及び
第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名
称、評価結果の開示状況）について、記載すること。

・体験利用を含むサービスの提供の開始に当たっては、あらかじめ利用者に対し、重要事
項説明書を交付して説明を行い、同意を得ておくこと。

・受託居宅介護サービス事業者及び受託居宅介護サービス事業所の名称について記載す
ること。

・事業者と受託居宅介護サービス事業者の業務の分担の内容について記載すること。

・重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させること。（従業者の員数他）

・「公益費」という曖昧な名目での費用の徴収は認められていないため、実態に合わせ表現
を改めること。

1 18

2 20

共同生活援助

実施事業所数

指摘事項

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

運営規程について

・重要事項説明書と運営規程で異なる記載をしているため、記載内容の見直しを行うととも
に、両者の記載内容を一致させること。なお、運営規程を改正したときは、変更届を提出す
ること。（従業員数、家賃、光熱費等）

・受託居宅介護サービス事業者及び受託居宅介護サービス事業所の名称及び所在地に
ついて記載すること。

・運営規程に虐待防止のための措置に関する事項について記載すること。

・家賃、食料費、水道光熱費について、運営規程のとおりとするか、実態に合わせ見直すこ
と。

勤務体制の確保等について

・勤務表について、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係、サービス管理責任者である
旨等を明確にし、勤務体制を明らかにするとともに、従業者の員数が基準を充足しているか
確認できるようにしておくこと。

・（世話人と生活支援員を兼務する職員等）複数の職務に従事する従業者については、そ
れぞれの職務に従事する時間を区分し、勤務表上も明確にすること。

・世話人については、指定基準上、必要な員数を配置しているか、勤務表上明確にするこ
と。

社会生活上の便宜の供与等について

・利用者の預り金について、管理規程を定めるとともに、県の通知に基づき適切な管理体制
を整えること。

・預り金の管理に当たっては、利用者又は代理人と預り金管理等に関する依頼書（契約書）
を締結すること。

・預り金の入出金に当たっては、利用者の意思を確認できる書類（入出金依頼書等）を利用
者から提出を受けた上で、一連の事務処理が適正に行われるよう複数職員で確認し、適切
に保管・整理すること。

・預り金管理規程に、預り金管理に関する責任者及び補助者を記載し、内部牽制体制を確
立すること。

・預り金の収支状況は定期的（少なくとも四半期ごと）に利用者又は代理人に報告すること。

・利用者の預金通帳と印鑑は、施錠可能な別々の金庫等で保管すること。また、金庫等の
鍵は、管理責任者が責任をもって厳重に保管・管理すること。

・管理者は、毎月、預り金管理状況について確認し、内部監査等を行うこと。

サービスの提供の記録について

・サービスの提供の記録は、報酬を請求する上で大切な根拠となるため、提供日、提供した
サービスの具体的内容、利用者負担額等に係る必要な事項を、サービスの提供の都度記
録し、支援した内容について利用者から確認を受けること。

6 3

3 7

4 10

5 10
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

給付費等の額に係る通知等について

・法定代理受領により市町村から訓練等給付費の支給を受けた場合は、利用者等に対し、
その額を通知すること。

・法定代理受領により市町村から訓練等給付費の支給を受けた後に、利用者等に対し、そ
の額を通知すること。

利用者負担額等の受領について

・訓練等給付費の対象となっているサービスと明確に区分されない曖昧な名目による費用
の受領は認められないため、「共益費」及び「生活補助費」については、費用の内訳を明確
にすること。

・家賃、食材料費、光熱水費、日用品費（共有）の額をそれぞれに明確にすること。

・事業所が契約している火災保険の補償対象は、事業所が設置する家財も含まれており、
この場合、事業所が負担することが適当であるため、今後は、利用者から火災保険料を徴
収しないこと。

・家賃、食費、日用品費、水道光熱費等を徴収することについて、重要事項説明書等で利
用者に説明し、同意を得たことを明確にすること。

・家電製品を持ち込むことに対する費用は発生していないため、当該費用は徴収しないこ
と。

入退居の記録の記載等について

・入退居に際しては、利用者の受給者証に受給者証記載事項（事業者名、入退居の年月
日等）を記載すること。

秘密保持等について

・体験利用の利用者を含めて、他の事業者等に対して、利用者又はその家族に関する情
報を提供する際は、あらかじめ文書により利用者又はその家族の同意を得ておくこと。

虐待防止・権利擁護研修について

・障がい者の虐待防止・権利擁護に関する事業所内研修については、管理者又は従業者
全員を対象として年に１回以上実施すること。また、実施したときは記録を残すこと。

7 5

8

10 4

9 1

7

11 2
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

掲示について

・協力医療機関及び協力歯科医療機関を掲示すること。

・事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力医療機関その
他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示すること。

非常災害対策について

・消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための具
体的計画を策定するとともに、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、
それらを定期的に従業者に周知すること。また、非常災害に備えるため、定期的に避難、救
出その他必要な訓練を実施するとともに、その内容等を記録すること。

協力医療機関等について

・利用者の病状の急変等に備えるため及びその協力内容について明確にするため、協力
医療機関との協定書等を整備すること。

受託居宅介護サービス事業者への委託について

・受託居宅介護サービスの提供に関する業務を委託することについて、指定居宅介護事業
者と契約を締結すること。なお、当該契約を締結した場合は、障がい福祉課に契約書の写
しを提出すること。

事故発生時の対応

・事故報告が漏れているものがないか確認を行い、未報告分については、速やかに県に報
告を行うこと。

（２）報酬編

共同生活援助サービス費について

・継続的な利用に移行するための課題、目標、体験期間及び留意事項等を位置付けた個
別支援計画を作成し、利用者の同意を得ておくこと。

・個別支援計画を作成せずにサービスの提供を行った事例については、個別支援計画未
作成減算として報酬の返還を行うこと。

・利用者が外泊し、サービスの提供を行っていないにもかかわらず、報酬請求をしている事
例が確認された。当該事例については報酬を返還すること。なお、今後は実績を十分確認
した上で報酬の算定を行うこと。

入院時支援特別加算について

・入院に係る支援等の内容について個別支援計画に位置づけること。

・入院期間中の被服等の準備や利用者の相談支援、入退院時の手続や家族等への連絡
調整等の支援内容について記録すること。

3

12 3

13 2

14 1

16 1

15 2

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

1 3

2
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

夜間支援等体制加算について

・夜間支援等体制加算（Ⅰ）の算定に当たっては、利用者の状況に応じ、就寝準備の確
認、寝返りや排せつの支援、緊急時の対応等の夜間支援内容を個別支援計画に位置付け
ること。

福祉・介護職員処遇改善加算/特定処遇改善加算について

・給与規程等に、賃金改善を行う職員の範囲や給与の種類といった賃金改善に関する規
定を定め、処遇改善加算相当額を適切に配分すること。

4 3

3 2
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1
8 施設

2
（１）指定基準編

重要事項説明書について

・重要事項説明書に、運営規程の概要を漏れなく記載するほか、事故発生時の対応及び
第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価期間の名
称、評価結果の開示状況）を記載すること。

・重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させること。（従業者の員数、光熱水費、
主たる対象とする障害の種類）なお、運営規程を改正したときは、変更届を提出すること。

・従業者の職種及び員数について、実態に合わせて重要事項説明書を修正すること。

個別支援計画について

・サービス管理責任者は、個別支援計画の作成後、利用者についての継続的なアセスメ
ントを含む、計画の実施状況の把握（モニタリング）を行うとともに、少なくとも６月に1回以
上、計画の見直しを行い、必要に応じて計画の変更を行うこと。また、その結果について記
録すること。

・個別支援計画に係る同意の署名は、利用者が同意したことが分かるよう、利用者又はそ
の家族の手書きとすること。

・モニタリングにおいては、個別支援計画の実施状況を把握するとともに、個別支援計画
を見直すべきかどうかの検討を行い、その結果を記録すること。

預り金の管理について／社会生活上の便宜の供与等について

・預り金管理規程には、預り金管理に関する責任者及び補助者を選任し、適正な管理が
複数の職員により確認できるよう、内部牽制体制を確立すること。

・預り金の入出金に当たっては、利用者の意思を確認できる書類（入出金依頼書等）を利
用者から提出を受けたうえで、一連の事務処理が適正に行われるよう複数職員で確認し、
適切に保管・整理すること。

・預り金の収支状況は、定期的（少なくとも四半期ごと）に利用者又は代理人に報告するこ
と。

・預金通帳について、利用者別に出納帳で管理を行うとともに、預金残高の照合を各月末
に実施すること。

1 5

障害者支援施設

実施施設数

指摘事項

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

2 3

3 7
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

勤務体制の確保等について

・勤務表は、サービスごとに作成し、従業者の日々の勤務時間及び常勤・非常勤の別を記
載すること。また、複数の職種を兼務する者については、それぞれの職務に従事する時間
を区分し、必要な人員が確保されていることを明確にすること。

運営規程について

・重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させること。（従業者の員数、光熱水費、
主たる対象とする障害の種類）

秘密保持等について

・従業者及び管理者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はそ
の家族の秘密を漏らすことがないようにするための措置を講じること。

サービス提供の記録について

・サービスの提供の記録は、報酬を請求する上で大切な根拠となるため、正確に記録する
こと。

工賃の支払いについて

・生産活動に係る事業については、事業の収入から事業に必要な経費を控除した額に相
当する金額を工賃として支払うこと。
また、今後余剰金が発生した場合は、工賃として利用者に支払うか、又は「就労支援の事
業の会計処理の基準」に従い、積立金として適切に処理すること。

（２）報酬編

福祉・介護職員処遇改善加算/特定処遇改善加算について

・給与規程等に、賃金改善を行う職員の範囲や給与の種類といった賃金改善に関する規
定を定め、処遇改善加算相当額を適切に配分すること。

8 1

1 2

ＮＯ．
指摘

事業所数
文書指摘事項

7 1

4 4

6 1

15
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1
3 事業所（地域定着支援）
3 事業所（地域移行支援）

2
（１）指定基準編

重要事項説明書について

・重要事項説明書に運営規程の概要を漏れなく記載するほか、事故発生時の対応を記載
すること。

・重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させること。（営業時間、主たる対象とする
障害の種類）

個別支援計画について

・アセスメント（モニタリングに係る継続的なアセスメントも含む）を実施した時は、記録を残
すこと。

・地域移行支援計画の作成日及び作成者を記載すること。

・地域移行支援計画の作成に当たっては、利用者又はその家族に対して説明し、文書に
より利用者の同意を得ること。

・利用者等から地域移行支援計画について同意を得たときは、同意日の記載も求めるこ
と。

運営規程について

・営業時間について、重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させること。なお、運
営規程を改正したときは、変更届を提出すること。

・運営規程にサービスの提供方法（相談を受ける場所、課題分析の手順等）を記載するこ
と。

勤務体制の確保等について

・適切な勤務体制の確保のため、サービスごとに月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々
の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にすること。

掲示について

・事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、基本相談支援等の実施状況、従事者の
有する資格、経験年数及び勤務体制、その他の利用申込者のサービスの選択に資すると
認められる重要事項を掲示すること。

会計の区分について

・サービスごとに会計を区分すること。

3 2

6 1

1 2

4 2

5 1

2 2

一般相談支援

実施事業所数

指摘事項

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

68



サービスの提供の記録について

・サービスを提供した際には、提供日、提供したサービスの具体的内容、利用者負担額等
に係る必要な事項を、サービスの提供の都度記録すること。
また、サービスの提供に係る適切な手続を確保するため、利用者の確認を得ること。

虐待防止・権利擁護研修について

・管理者又は従業者の全員を対象とし、年１回以上、障害者の虐待防止・権利擁護のため
の事業所内研修を実施すること。
また、研修を実施したときは、記録を残すこと。

給付費等の額に係る通知等について

・法定代理受領の通知は、市町村から訓練等給付費又は地域相談支援給付費の支給を
受けた後に行うこと。

（２）報酬編

地域移行支援サービス費

・地域移行支援サービスを利用した利用者のうち、前年度に対象施設（障害者支援施設、
精神科病院、救護施設、刑事施設等）を退院、退所等し、地域生活に移行した者が１名で
あったにもかかわらず、地域移行支援サービス費（Ⅰ）を算定している事例が確認された。
当該事例については、地域移行支援サービス費（Ⅱ）を算定する場合との差額を返還する
とともに、再発防止策を講じること。

7 1

8 1

9 2

1 1

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数
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1
62 事業所（障害児通所支援）
1 施　 設（障害児入所施設）

2
（１）指定基準編

通所支援計画・入所支援計画について

・管理者は、児童発達支援管理責任者に、通所支援計画に関する業務を担当させること。

・児童発達支援管理責任者は、サービスの提供に当たる担当者を招集して行う会議を開催
し、計画の原案について意見を求め、その内容について記録しておくこと。

・アセスメントを実施したときは、その結果を記録し、実施日及び実施者を記録すること。

・児童発達支援管理責任者は、通所支援計画の作成（変更）後、モニタリング（通所支援計
画の実施状況の把握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。））を行い、少なくと
も６月に１回以上、計画を見直すべきかどうかを検討し、その結果（実施日、実施者、内容
等）を記録すること。

・アセスメントの結果に基づき、通所支援計画の原案を作成することとなるため、アセスメント
は計画の作成前に行うこと。

・計画の作成に当たっては、指定障害児相談支援事業所等が作成した最新のサービス等
利用計画を踏まえること。

・通所支援計画には作成者名及び作成日を記載すること。また、利用者及び保護者に同意
日の記載を求めること。

・児童発達支援管理責任者は、計画の作成に当たっては、適切な方法により、障害児につ
いて、その有する能力、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じ
て保護者及び障害児の希望する生活並びに課題等の把握を行い、その内容を記録するこ
と。

・サービス提供開始前に計画を作成し、障害児及び保護者に対して説明し、同意を得るこ
と。また、計画が未作成であった事例については、個別支援計画未作成減算として報酬を
返還するとともに、再発防止策を講じること。

重要事項説明書について

・要事項説明書に、運営規程の概要を漏れなく記載するほか、従業員の勤務体制、事故発
生時の対応及び第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した
評価期間の名称、評価結果の開示状況）を記載すること。

・重要事項説明書と運営規程の記載内容を一致させること。（営業日、営業時間他）

児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問支援・障害児入所施設等

35

2 37

1

実施事業所数

指摘事項

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

70



ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

勤務体制の確保等について

・あらかじめ、原則として月ごとに勤務表し、勤務体制が確保されていることを明確にするこ
と。

・勤務表は、サービスごとに作成し、従業者の職種、日々の勤務時間及び常勤・非常勤の
別を記載すること。また、複数の職種を兼務する者については、それぞれの職務に従事す
る時間を区分し、必要な人員が確保されていることを明確にすること。

・他事業所を兼務する従業者については、それぞれの事業所に従事する時間を区分し、勤
務表上も明確にすること。

・人員欠如の状態を速やかに解消するとともに、再発防止策を講じること。

・勤務表の作成について次のとおり改善し、勤務表で勤務体制が確保されていることを明
確にすること。
　・　管理者を記載すること。
　・　児童発達支援事業及び放課後等デイサービス事業、保育所等訪問支援事業に従事
      する時間を区分すること。
　・　従業者の職種、日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理者との業務関係等を記載
      すること。

運営規程について

・運営規程の修正後は、変更届を提出すること。

・利用定員及びサービスの内容についても記載すること。

・重要事項説明書と運営規程の内容を一致させること。

・運営規程の記載内容のとおりに運営すること。記載内容に誤りがある場合は、改正するこ
と。（従業者の職種及び員数、通常の事業の実施地域、利用定員、営業日、サービスの提
供時間等）

サービスの提供の記録について

・サービスを提供した際には、提供日、提供したサービスの具体的内容、利用者負担額等
に係る必要な事項を、サービスの提供の都度記録すること。

・サービスの提供に係る適切な手続を確保するため、保護者の確認を得ること。

秘密保持等について

・他の事業者等に対して利用者又はその家族に関する情報を提供する際は、あらかじめ文
書により障害児又はその家族の同意を得ること。

・家族に関する情報についても、他の事業者等に対して提供する際は、あらかじめ文書によ
り同意を得ておくこと。

・従業者及び管理者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はそ
の家族の秘密を漏らすことがないようにするための措置を講じること。

6 10

3 14

4 22

5 1
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

掲示について

・事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力医療機関その
他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示すること。

給付費等の額に係る通知等について

・法定代理受領により市町村から障害児通所給付費の支給を受けた場合は、保護者に対
し、その額を通知すること。

・法定代理受領の通知は、市町村から障害児通所給付費の支給を受けた後に行うこと。

身体拘束等の禁止について

・やむを得ず身体拘束等を行う場合には、あらかじめ、その内容（身体拘束の態様及び時
間、やむを得ない理由等）を通所支援計画に位置付けること。
なお、通所支援計画には記載がない身体拘束を緊急やむを得ず行った場合は、その態様
及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事
項を、その都度記録すること。

定員の遵守について

・定員を超えた受入れが常態化する（月４日以上となる月が３月以上継続する）場合は、実
態に即して定員を見直すこと。

非常災害対策について

・消防計画（これに準ずる計画を含む）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画
を立てるとともに、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期
的に従業者に周知すること。

・非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を実施するとともに、その
内容等を記録すること。

・消化器を新しいものに更新すること。また、他の消火設備について点検し、不備がないか
確認すること。

・消防機関の指示に従い、速やかに誘導等を設置すること。

会計の区分について

・事業所ごとに経理を区分するとともに、サービスごとに会計を区分すること。

従業者の員数について

・指定基準上配置すべき直接処遇職員が１割を超えて欠如していたにもかかわらず、報酬
の減算を行っていない事例が確認された。当該事例について、サービス提供職員欠如減
算として報酬を返還すること。また、人員欠如の状態を速やかに解消するとともに、再発防
止策を講じること。

変更の届出等

・厚生労働省令で定める事項に変更があった場合は、変更後10日以内に変更届を提出す
ること。（平面図、代表者及び児童発達支援管理責任者等）

10 6

12 4

13 2

11 7

9 1

14 1

7 3

8 14
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

虐待防止・権利擁護研修について

・事業所内において管理者又は従業者を対象として実施する障害者の権利擁護・虐待防
止研修を、年に１回以上実施すること。

・障がい者の権利擁護・虐待防止のための事業所内研修を実施したときは、記録を残すこ
と。

管理者及び管理者の責務

・管理者について、管理業務に支障がある他の事業所との兼務をやめるか、別の管理者を
配置すること。

・管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の実施状況の把握その他の管理を一元的
に行うとともに、従業者に指定基準の規定を遵守させるために必要な指揮命令を行うこと。

1

受給資格の確認

・サービス提供に当たっては、最新の通所給付決定保護者の受給者証により、支給決定の
有無、サービスの種類、支給決定の有効期間、支給量等を確認すること。

1

情報の提供等（広告）

・パンフレットの営業日及び営業時間を修正すること。 1

（２）報酬編

放課後等デイサービス給付費について

・サービス提供職員欠如減算として報酬を返還するとともに、再発防止策を講じること。

・既請求額と開所時間減算を行う場合との差額を返還すること。

欠席時対応加算について

・欠席時対応加算の算定にあたっては、利用者又はその家族等との連絡調整その他相談
支援を行った際の記録を残すこと。なお、記録がない当該加算については、返還を行うこ
と。

・欠席に係る連絡調整その他の相談援助を行っていないにもかかわらず、欠席時対応加算
を算定している事例が確認された。当該事例については報酬を返還すること。

送迎加算について

・送迎を行っていないにもかかわらず、加算を算定していた事例については、報酬を返還
するとともに、再発防止策を講じること。

・事前に保護者の同意を得ていないにも関わらず、居宅等以外の特定の場所への送迎に
ついて加算を算定していた事例については、報酬を返還すること。

延長支援加算について

・あらかじめ延長支援の内容について、支援通所計画に位置づけること。

17

18

1 3

3 3

2 2

4 1

ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

16

15 4
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ＮＯ． 文書指摘事項
指摘

事業所数

児童指導員等加配加算について

・指定基準上必要な従業者の員数に加え、常勤換算方法で１以上の理学療法士等が配置
されていないため、当該報酬については返還を行うとともに、再発防止策を講じること。

関係機関連携加算（Ⅰ）について

・障害児に係る通所支援計画に関する会議を相談支援事業所が行っていた。また、会議又
は連絡調整等を行った場合に、その出席者、開催日時、その内容の要旨及び通所支援計
画に反映させるべき内容の記録が確認できなかった。更に、通所支援計画に、関係機関と
の連携の具体的な方法等の位置づけがなかった。当該事例については返還を行うこと。

福祉専門職員配置等加算（Ⅲ）

・児童指導員又は保育士のうち、常勤で配置されているものの割合が１００分の７５未満であ
るため、当該加算については、報酬の返還を行うと共に、再発防止策を講じること。

1

福祉・介護職員処遇改善加算について

・給与規程等に、賃金改善を行う職員の範囲や給与の種類といった賃金改善に関する規
定を定め、処遇改善加算相当額を適切に配分すること。

・当該加算を原資に賃金改善を行う場合は、その対象となる職員を、福祉・介護職員（児童
指導員・保育士等）のみとすること。

8 7

5 5

7

6 2
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